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研究成果の概要（和文）：　5年間で、雑誌論文38本、学会発表59回、図書の刊行26冊と、大きな成果を出すこ
とができた。特に、本研究プロジェクトの集大成として出版した『グローバル・タックスの理論と実践―主権国
家体制の限界を超えて』は、これまでの先行研究をしっかり整理した上で、哲学、経済学、法学の立場からその
基礎づけを行い、事例研究として多国籍企業税、BEPS（税源浸食と利益移転）、気候変動、Unitaidと適応基
金、EUにおける金融取引税導入の政治過程、ポストBEPSと多国間主義を考察し、今後の可能性として世界政府論
まで射程を広げて検討した。そのことで、グローバル・タックスの全体像を広く、深く明らかにできたと考え
る。

研究成果の概要（英文）：In the last five years, the project was able to deliver great results, such 
as 38 journal articles, 26 book chapters, 59 presentations, and so on.  In particular, Uemura, 
Takehiko ed. (2019) Theories and Practices of Global Tax: Beyond the Limitations of the Sovereign 
State System (Nihon Hyoron sya), published as a compilation of this research project is worth 
noting.  Firstly, it theorizes a global tax from philosophy, economics and law standpoints.  
Secondly, it examines, as a case study, multinational corporation tax, BEPS (Base Erosion and Profit
 Shifting), climate change, Unitaid and the Adaptation Fund, political process of introducing a 
financial transaction tax in EU, the post-BEPS and multilateralism.  Last, not the least, the scope 
is extended even to the examination of a world government as a future development through a global 
tax.  Through this research, the whole picture of the global tax is clarified both widely and 
deeply.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義は、まず哲学、経済学、法学の立場からグローバル・タックスの基礎づけを行い、各学問
分野からの理論的進展の可能性を与えたことである。次に、上記に述べた事例研究を通じて、グローバル・タッ
クスの効果と課題、実現性の機会と課題、世界政府論を含めた理論的発展の可能性を浮き彫りにしたことであ
る。
　社会的な意義は、地球規模課題が深刻化する中で、それを解決する鍵としてのグローバル・タックスの効果
と、それが持つ可能性を浮かび上がらせ、実際の政策として政府が検討する際の理論的土台を提供したことであ
る。
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科学研究費助成事業（基盤研究 B） 
「グローバル・タックスの効果に関する研究―気候変動ガヴァナンスを中心に」 

（研究代表者：上村雄彦、平成 26 年度～30 年度） 
研究成果報告 

 
１．研究開始当初の背景 
気候変動を始めとする地球環境問題、格差や貧困、終わりの見えない紛争など、地球規模

課題の深刻さは度を増していた。その核となる原因として、①地球規模課題を解決するため
に必要な資金の大幅な不足、②実体経済を凌駕するマネーゲーム経済（ギャンブル経済）の
膨張、③富裕層や多国籍企業の租税回避の温床であるタックス・ヘイブン、④これらの不公
正な構造を是正できない現在の透明性も、民主性も、アカウンタビリティも欠くグローバ
ル・ガヴァナンスが考えられた。 
本研究は、これらの原因を解消し、持続可能な地球社会を創造する鍵として、グローバル・

タックス（地球規模で税を制度化すること）に着目したが、すでにその基礎研究は、科学研
究費助成事業（基盤研究Ｃ）「グローバル・タックス研究の国際的動向」（研究代表者：上
村雄彦、平成 22年度～24年度）として開始していた（その研究成果として、上村雄彦編著
（2015）『グローバル・タックスの構想と射程』法律文化社がある）。したがって、本研究
は同研究アップグレードするものでもあった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、地球規模課題の解決策として注目されるグローバル・タックスについて、
①資金創出、②ガヴァナンス、③資金の使用、すなわち、グローバル・タックスの「上流か
ら下流」までトータルに把握し、その効果に関して総合的な検証を行うことであった。 
 同時に、グローバル・タックスの哲学的・経済学的、法学的土台を明らかにし、各学問分
野での位置づけを明確にしつつ、それぞれの分野からの理論化を進めることが理論研究の
目的であった。実証研究としては、タックス・ヘイブンに対しては、OECD（経済開発協力機
構）が進めている BEPS（税源浸食と利益移転）プロジェクトを吟味し、効果に関しては
Unitaid（国際医薬品購入ファシリティ）、ならびに適応基金の税の効果を考察し、グロー
バル・タックスの実現性については、気候変動分野でのグローバル・タックス導入の課題と
要因、EU（欧州連合）における金融取引税の政治過程、ならびにポスト BEPS から多国間主
義を通じた実現可能性を検討することが目的であった。また、グローバル・タックスの国際
政治学的基礎づけとも関連して、そのポテンシャルとして、世界政府論との関連まで射程を
広げて分析することもめざした。 
これらを通じて、グローバル・タックスの効果を総合的に評価し、政策立案に役立てるこ

とが最終的な目的であった。 
 
３．研究の方法 
 毎年、年 2回の定例研究会を開催し、研究プロジェクトの目的を共有しつつ、それぞれの
テーマについて担当者が研究報告を行い、議論を行い、研究の質を上げることを繰り返した。
研究プロジェクト後半では、最終成果物としての書籍の刊行を念頭に、それぞれが各章の執
筆にとりかかり、研究代表者が編者として、メンバーから上がってくるドラフトに対してコ
メントを返し、加筆・修正を繰り返し、質の高い書籍の刊行をめざした。 
 また、研究代表者がサバティカルでスイスとフィンランドで在外研究を行う機会を活か
し、現地でのキーパーソンにインタヴューをするとともに、研究報告も行い、コメントをも
らうことを試みた。在外期間中の定例研究会は、スカイプを用いて敢行した。 
 最後に、5 年間の集大成である書籍の刊行に際しては、広く研究成果を知らしめるために、
出版記念公開研究会を開催し、とりわけこの分野のキーパーソンを招待して議論を深める
とともに、研究内容を十全に理解してもらい、世に広めていただける機会を設けた。 
 
４．研究成果 
 次項にあるとおり、研究期間中の 5年間で、雑誌論文 38本、学会発表 59 回、図書の刊
行 26章分と、大きな成果を出すことができた。とりわけ、本研究プロジェクトの集大成と
して出版した上村雄彦編著（2019）『グローバル・タックスの理論と実践―主権国家体制の
限界を超えて』（日本評論社）は、これまでの先行研究をしっかり整理した上で、哲学・倫



理学、経済学、法学の立場からその基礎づけを行い、今後各学問分野からグローバル・タッ
クス研究が進展する機会を提供した。また、航空券連帯税の税収を財源とする Unitaid（国
際医薬品購入ファシリティ）と「CDM（クリーン開発メカニズム）税」を財源とする適応基
金を事例に、グローバル・タックスの効果と課題を浮き彫りにしたことも、本書の貢献であ
る。 
 また、多国籍企業税や BEPS、AEOI（自動的情報交換）の研究を通じて、現在のタックス・
ヘイブン対策の現状と課題を検討し、気候変動分野でのグローバル・タックスの導入の機会
と課題、EU における金融取引税の政治過程の分析、ポスト BEPS 分析から伺える多国間主義
の考察から、グローバル・タックスの実現性についての分析を詳細に行ったことも、本書の
特徴である。 
 そして、日本ではほとんど研究されていない世界政府論について詳細に検討し、その最大
の弱点である実現性について、グローバル・タックスの導入こそがその実現を可能にするこ
とを浮かび上がらせたことは、特筆に値しよう。 
 これらの研究を通じて、グローバル・タックスを学問的に位置づけ、学問としての発展を
図るとともに、グローバル・タックスの全体像を広く、深く明らかにして、地球規模課題解
決のための中心的な政策として役立てる一助となっていることを願う。 
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